




































































出所）OECD, Social Expenditure Databaseより作成。
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出所）厚生労働省『国民生活基礎調査』より作成。
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度と推測されている。しかし、日本の場合、給付水準は国際的にみて高い
（埋橋　１９９９）。社会全体が貧しくなるにつれ、生活保護受給者に対して厳
しい目線が向けられるようになってきたのにも理由がないことではない。
　選別的な社会保障制度が充実している国で、かえって高い貧困率が現象
化してしまうことは、学術的には「再分配のパラドックス」として知られ
ている。対して、貧困率が低い国では、所得にかぎらず誰もが利用できる
普遍的な社会保障制度が充実している。これは常識とは反するように思わ
れるが、社会保障制度への信頼を税負担者から勝ち得、サービス水準全体
の底上げに成功していることが関係している。逆にいえば、一部の貧困層
にのみ社会保障制度を提供してしまうと税負担者の「租税抵抗」を高め、
サービス全体の引き下げにつながってしまうのである（佐藤・古市　２０１４）。
日本の租税抵抗は国際的にみて強く、租税負担率もまた世界で最低水準と
なっている。２０１３年の生活保護法改正もこうしたことが背景にあったと思
われる。
 
図表６　租税抵抗の国際比較
出所）佐藤・古市　２０１４。
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３．すべての人を包摂する普遍的な社会保障制度を
日本と社会保障給費の水準があまり変わらないイギリスでは、公的扶助
バッシングの高まりを受けて公的扶助を分割し、なるべく多くのものが利
用できるような社会保障制度改革を進めてきた。図表６はユニバーサル・
クレジット導入前におけるイギリスの社会保障制度を模式図として示した
ものである。イギリスでは公的扶助の対象は極めて狭くなっており、これ
を利用するものは現在はひとり親世帯にほぼ限られている。ほかの世帯
は、例えば稼働低所得世帯であれば給付付き税額控除を、高齢者世帯であ
れば年金クレジットを、障害者世帯であれば各種支援手当を、失業者であ
れば求職者手当をそれぞれ受給することで生存保障がなされる。さらに、
何といっても世帯・年齢構成に関係なく給付される住宅手当や無料の医療
制度であるNHSがあることが大きい。
日本においても、生活扶助、住宅扶助、教育扶助、生業扶助、医療扶助、
介護扶助、出産扶助、葬祭扶助という８つの扶助から構成される生活保護
のいくつかを分割し、普遍化していくという戦略により制度への信頼を高
図表７　イギリスの社会保障制度の模式図
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め、租税抵抗を回避していくという案を採用することは十分に考えられ
る。その場合、最低所得保障年金の導入のほか、医療、介護、教育の無償
化が基本的な方向性のように思われる。また、現役世代の生活保護受給者
が増大していることを考えれば、働く低所得世帯を支える給付付き税額控
除を導入することで、生活保護による「丸抱え」が引き起こすバッシング
は緩和可能であろう。
弱い者が弱い者を叩くという不合理から脱却し、人々の生存と尊厳を守
るにはどうするのがよいのか。様々な議論が戦わされるべきである。
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